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県土整備総務課｜

1 企画調整

課長粉屋典子

（電話 059 224 2762) 

県土整備行政に係る課題等について総合的な検討を行うとともに、部内の

事業調整を行います。

2 広糠広報

県土整備部のホ…ムページ等において県民の皆さんに県土整備行政に係る

最新の情報を提供するとともに、広聴活動を進め、県民ニ ズの把握に努めま

す。

3 予算決算

部の予算、決算等の業務を行います。

4 人材育成

県土整備行政に携わる職員一人ひとりの専門能力、技術力の向上を図るた

め、専門研修を企画・実施します。

5 組織体制の検討

簡素で効率的な組織運営を行うとともに、わかりやすくかっ機能的な組織

体制の構築について継続的な検討を行います。

6 外郭団体等の改革支援

外郭団体が効率的な運営及び事業の見直し等の改革を進められるよう支援

するとともに、公益法人及び 般法人が法に基づ、き適切に活動できるよう支

援等を行います。

7 危機管理

部内の危機管理と防災対策の総合的な調整を行います。



｜県土整備財務調

1 予算・決算

課長小川博史

（電話 059 224 2680) 

工事費に関する歳入・歳出予算及び決算業務を行います。

2 経理

配分された予算について法令 z 規則に基づ、き適正に会計処理を行いますo

3 調達＝契約

部内の物品調達や工事等の契約業務を行います。

4 物品出納

部内の物品の適正な管理を行います。

5 国費事務

国からの交付金・補助金の受入、市陀への支出業務を行います。

6 起債等の財源

公共事業予算の起債財源に関する手続きを行います。

7 繰越事務手続き

工事費の繰越事務手続きを行います。

8 税外債権の管理

三重累債権の管理及び私債権の徴収に関する条例及び三重県公債権の徴収

に関する条例に基づく債権の適切な進捗管理を行います。
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盃亙面語調

1 公有財産管理

課長北口哲土

（電話 059 224 2661) 

県有普通財産（廃道敷、廃J11敷等）の処分に関する業務を行います。

2 公有地拡大推進法の施行

公有地の拡大の推進に関する法律に関する業務を行います。

3 市町等事業認定

土地収用法に基づく市町等事業の事業認定に関する業務を行います。

4 公共用地取得等支援

公共事業に係る用地の取得、使用及び損失補償に関する業務について地域

機関の支援等を行います。

5 公共用地先行取得

三重県土地開発公社に資金を貸付け、県が実施する公共事業用地の先行取

得及び物件の補償を行います。

6 登記処理

( 1 ）登記対策事務

公共事業に伴い取得した土地の登記に関する業務を行います。

( 2 ）未登記対策推進事業

公共事業により取得した土地の過年度未登記の処理に関する業務を行い

ます。

7 所有者不明土地法の施行

所有者不明土地の利用の円滑化等！こ関する特別措置法に基づく地域福利増

進事業の該当性の確認等に関する業務を行います。
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除共事業運営謝

1 第三次三重県建設産業活性化プランの推進

課長結城健治

（電話 059 224 2915) 

地域！こおいて不可欠な役割を担う建設産業の活性化を図るため、令和2年

3月に策定した第三次三重県建設産業活性化プランの取組を進めます。

2 公共工事における総合評価方式の改善及び運用

公共工事の適正かつ円滑な執行と品質確保のため、総合評価方式の実施状

況の検証と改善を行い適正に運用します。

また、法令に基づき学識者の意見聴取を実施します。

3 公共事業評価制度

公共事業の効率性と実施過程の透明性の向上を図るため、事前評価、再評価、

事後評価の各評価を行うことにより一体的に機能した評価サイクルの運用を

行います。
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E亙塾塾

1 積算基準及び設計単価の制定

課長松並孝明

（電話 059 224 2918) 

公共工事の予定価格算出に用いる積算基準や設計単価の制定を行います。

2 建設副産物の再利用

公共工事から発生する建設部産物の再利用を図るため、建設発生土の公共

工事間利用や、コンクリートやアスフアルトなどの分別解体及び再資源化の

取組を行います。

3 CALS/E Cの推進

三重県電子誠達システム（公共事業調達）や公共工事設計積算システム等の

適切な運用管理や公共事業の電子化（CALS／巨C）を推進し、公共事業の

円滑かつ効率的な業務の執行に取り組みます。
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画詞

1 建設業の指導監督

課長宮口友成

（電話 059 224 2660) 

建設業者の許可事務及び経営事項審査事務を行うほか、建設業j去に基づ、く

指導監督を行います。

2 公共工事の発注支援

建設工事に係る入札－契約制度の改善及び指導等を行います。
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量盃盈画

1 道路の食画、計画及び調査

課長 J11上正晃

（電話 059-224-2739) 

道路事業に関する企画、整備計画、各種調査等を行います。

2 高規格幹線道路の整備促進

高規格幹線道路の整備促進を行います。

3 直轄道路事業との調整

道路法に基づく、直轄国道事業負担金に関する事務を行います。

4 共同溝の整備等に関する特別措置法の施行

共同溝の整備等に関する特別措置法に基づ、き、共同溝の整備等に係る調整

を行います。

5 電線共同溝の整備等！こ関する特別措置法の施行

電線共同溝の整備等に関する特別措置法に基づき、電線共同溝の整備等に

係る調整を行います。
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極量調

1 県管理道路・橋梁の新設改良

課長矢野英樹

（電話 059 224 2630) 

( 1 ）閤補道路改築事業（地域高規格道路、高規格幹線道路 ICアクセス道路）

高規格幹線道路や港湾などの広域交通拠点等と連結し、経済活動や地域

間の連携交流を支える規格の高い幹線道路として、地域高裁格道路の整備

を行います。また、完成年度が公表されている高規格幹線道路 ICへのアク

セス道路について整備を進めます。

( 2）国補道路メンテナンス事業

道路構造物の老朽化対策として、長寿命化修繕計画に基づき橋梁等の長

寿命化並びlこ維持管理費の縮減を図り、橋梁の耐震化や架替えを推進し、地

域の道路網の安全性・信頼性の確保に努めます。

(3）国補土砂災害対策事業

土砂災害の発生に伴う道路交通の寸断により、社会経済に大きな影響を

与えないようにするため、砂防事業と連携して道路整備を推進し、災害時の

交通機能確保に努めます。

(4）社会資本整備総合交付金事業

道路に対するさまざまな地域課題に対応するため、計画的！こ未改良区間

の改良や混雑区間の解消を行うなど、効率的な道路ネットワークを形成し、

県民生活の利便性の向上を図ります。

(5）防災・安全交付金事業

地域住民の命と暮らしを守るため、計画的に未改良区間の改良、通学路の

交通安全対策を行い、地域の防災機能や安全性の向上を留ります。

( 6）地方道路整備（改築）事業、県単道路改築事業

道路幅員狭小、線形不良など緊急に対応が必要な県管理道路の整備や橋

梁の耐震化を行うことにより、県民生活の利便性の向上や防災機能の向上

を図ります。

また、地域の実情に即した道路整備を実施するため、早期！こ事業効果が発

現できる部分的な改良など柔軟な手法を取り入れた整備にも取り組んでい

きます。

2 市陀道路事業支援

市町担当職員と意見交換や研修を行い、市町施行の道路事業の適正かつ円

滑な執行や職員の技術力向上の支援を行います。
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量重量詞

1 道路維持管理

( 1 ）道路管理

課長関山治利

（電話 059-224-2677) 

道路法及び関係法令に基づき、適切な管理を行います。

( 2）公共土木施設パトロール

道路、橋梁、トンネル等のパトロールを行い、安全・安心に利用できるよ

う施設の保全を図ります。

(3）道路施設管理

道路、橋梁、 トンネル等の維持管理を行います。

( 4）道路台娠整備

道路法の規定に基づ、き公共物としての道路の領域を常に明確にするとと

もに、道路管理者がその管理事務を円滑に遂行するため、道路台帳を継続し

て整備します。

2 道路維持修繕及び交通安全対策

( 1 ）道路橋梁維持修繕

道路、橋梁、トンネル等の保全と円滑な交通を確保するため、道路1＼トロ

ールや道路施設の定期点検により現況を把握し、舗装、側溝整備、道路施設

修繕、橋梁維持修繕、除草、小規模修繕、雪氷対策等を実施し、施設の維持

管理を行います。あわせて、住民参加の維持管理を推進します。

( 2）防災・安全交付金事業

①災害紡除

土砂崩壊、落石等が予想される危険箇所について、 j去面工、擁壁工、落

石防護エ等の災害紡徐施設整備を行います。

②交通安全

事故危険箇所や透学路等を中心！こ、歩道整備、あんしん路肩整備、交差

点改良、視距改良等の交通安全対策を行います。

③舗装補修

舗装された県管理道路について、計E霊的な舗装補修を行います。
④橋梁修繕

「橋梁長寿命化修繕計画Jに基づく予防的な修繕等を行います。
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( 3）県単道路交通安全対策

国の補助の対象とならない路線等における交通事故紡止のため、歩道整

備、交差点改良、視距改良、防護柵、道路標識、反射鏡、視線誘導標、区箇

線等の整備を行います。

(4）累単災害防除施設繋備

土砂崩壊、蒸石等が予想される危検箇所のうち、国の補助の対象とならな

いものを県単独事業として行います。
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恒国

1 河川整備事業

( 1 ）個別補助事業

課長友田修弘

（電話 059-224-2682) 

頻発、激甚化する災害への対応として事業主体の異なる事業問の連携を

促進するとともに計画的－集中的な事前防災対策を実施するため、令和元年

度に「怨別補助事業Jが新設されています。

①大規模特定河川事業

橋梁等の大規模施設の改築を計画的 E 集中的に行います。

②事業関連携河J11事業

高瀬対策や土砂洪水対策を主体の異なる事業問で連携し、計画的に行い

ます。

③大規模更新河川事業（令和2年度から追加）

排水機場等の大型施設の延命化対策を計画的・集中的に行います。

( 2 ）社会資本整備総合交付金事業

①広域河J11改修事業

一級河J11の指定区間またはこ級河川において、 定の計画に基づ、き総事

業費が概ね10億円以上の河川改修を行います。

②総合流域防災事業

．河川事業

一級河川の指定区間または二級河川において、 定の計画に基づ、き、

河川改修を行います。

－情報基盤総合整備事業

一級河J11の指定区間または二級河川において、過去に災害を受けた地

区または受けるおそれの高い地区に係る雨量 E 水位等の情報収集・提供

等のためのシステムの整備を行います。

③地震・高潮対策河J11事業

地震 E 高瀬により被害が生じる危険性のある一級河川の指定区間または

二級河川の改修を行います。

④特定構造物改築事業

一級河J11の指定区間または二級河川において、総事業費が概ね4億円以

上の河川管理施設の修緩や更新を行います。
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( 3）直轄河J11事業との調整

国土交通大臣管理区間の直轄河川｜事業負担金に関する事務を行います。

(4）県単河J11局部改良事業

級河川の指定区間または二級河川において、防災上重要な箇所の改良

を行います。

(5）河川調査

河川整備基本方針及び河川整備計画の策定、洪水浸水想定区域図作成、

避難判断水位の設定や河川｜改修事業に要する測量調査等を行います。

2 j可川維持管理

( 1 ）河JII管理

河川j去の施行に関する事務のほか、水質事故対策、家電製品等不法投棄

処理、河川の管理保全等を行います。

(2）河J11台帳整備

河川j去の規定に基づき、河川管理者がその管理事務を円滑・的確に遂行

するため、その基礎となる河川台帳等を継続して整備します。

(3）県単湾J11維持修繕事業

国の補助の対象とならない局部約な堤防樋門等の修繕や河川堆積土砂の

除去、河J11の除草等を行います。

なお、除草業務等において住民参画裂の維持管理を推進します。

3 その他業務

( 1 ）市陀河川i事業支援

市町施行の準用河川改修事業に対する劫言等の支援を行います。
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監謹直詞

1 砂防事業

( 1 ）事業関連携砂防等事業

課長須賀真司

（電話 059 224 2697) 

頻発、激甚化する災害への対応として事業主体の異なる事業問の連携を

促進するとともに計画的・集中的な事前防災対策を実施するため、砂防設備

を整備します。

(2）紡災・安全交付金事業

①通常砂防事業

土砂災害による被害を軽減するため、砂紡えん堤工、渓流保全工（流路工）

などの砂防設備を整備します。

②急傾斜地崩壊対策事業

土砂災害による被害を軽減するため、傾斜度30度以上、がけの高さ 10m

以上、保全対象人家10戸以上の急傾斜地において擁壁工、法面工などの急

傾斜地崩壊防止施設を整備します。

③砂防設備等緊急改築事業

土砂災害による被害を軽減するため、砂訪関係施設長寿命化計甑！こ基づ、

き、既存の砂防設備、地すべり及び急傾斜地崩壊防止施設を改築します。

④砂防等調査

土砂災害により危害を受けるおそれのある箇所を周知することにより、

早めの避難行動につながるよう、土砂災害警戒区域等における土砂災害防

止対策の推進に関する法律（通称「土砂災害防止法J）に基づく基礎調査を

実施し、土砂災害警戒区域等の指定を行います。

(3）直轄砂防事業との調整

国土交通省所管の直轄砂防事業に要する経費の負担金に関する事務を行

います。

( 4）県単砂防調査

砂防事業、地すべり対策事業、急傾斜地崩壊対策事業！こ要する計画の策

定、施設の設計、調査等を行います。

( 5）県単通常砂防事業

小規模な砂紡設備の整備や局部的な改良を行います。
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( 6）累単急傾斜地崩壊対策事業

傾斜度30度以上、がけの高さ 5m以上、保全対象人家5戸以上の急傾斜

地において急傾斜地崩壊防止施設を整備します。

(7）県単急傾斜地災害緊急対策事業

豪雨等によってがけ崩れが発生した急傾斜地崩壊危険箇所のうち、国の

補助の対象とならないものについて、緊急的に対策を行います。

2 砂防維持管理

( 1 ）県単砂防維持修繕事業

砂防設備、地すべり及び急傾斜地崩壊防止施設の機能を保持するため、施

設の修繕や砂防えん堤の堆積土砂撤去を行います。

( 2）砂紡管理

砂防法、地すべり等防止法、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法

律及び土砂災害防止法の施行に関する事務を行います。

(3）砂利等採取関係事務

土石及び砂利の採取に関する採取計画の認可、その他規制等を行い、採取

に起因する災害の発生防止に努めます。

3 ダム事業

( 1 ）治水ダム建設事業

洪水調節を目的とするダム建設を行います。

(2）堰堤改良事業（社会資本整備総合交付金事業）

県土整備部所管ダムのダム本体、放流施設等の改良又は新設を行いま

す。

( 3）直轄河川事業との調整

国土交通省が所管する区間のダム事業！こ要する経費の負担金に関する事

務を行います。

( 4）黒単堰堤維持費、県単堰堤管理費

宮J11ダム、君ヶ野ダム、滝川ダムの管理を行うとともに各種設備の維持

修繕を行います。

( 5) Jll上ダム支援事業

伊賀市が実施するJ11上ダム関連事業に対し補助金を交付します。

( 6）新丸山ダム建設負担金の調整

新丸山夕、ム建設に伴う水源地域整備事業に要する経費の負担金に関する

事務を行います。
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陸宣明

1 港湾整備事業

課長山田篤

（電話 059 224 2691) 

( 1 ）国補港湾改修事業（予紡保全事業、社会資本整備総合交付金事業）

港湾施設の新設、改良、更新、耐震対策等を行います。

(2）県単港湾改修事業

港湾施設の新設、改良、更新を行います（( 1 ）に該当しない小規模なも

の）。

(3）県単港湾調査

港湾施設に係る測量、設計、調査等を行います。

2 海岸整備事業

( 1 ）個別補助事業

頻発、激甚化する災害への対応として事業主体の臭なる事業調の連携を

促進するとともに計画的・集中的な事前防災対策を実施するため、｛陸別補助

事業が令手口元年度に新設されました。

＝海岸保全施設整備連携事業

河川i改修や港湾整備等の事業と連携して海岸堤防等の整備を実施し、津

波・高潮対策等を計閥的・集中的に推進します。

(2）社会資本整備総合交付金事業

①海岸高潮対策

高潮、波浪等の災害から海岸を防護するため、堤防や離岸堤等の海岸保全

施設の新設または改良を行います。

②海岸侵食対策

波浪による海岸の侵食または災害を防除するため、堤j坊や離岸堤等の海

岸保全施設の新設または改良を行います。

③海岸耐震対策

地震発生に伴う堤防・護岸等の妨護機能低下による浸水被害を紡止する

ため、堤防－護岸の液状化対策等の耐震対策を行います。

④海岸堤紡強靭化対策

津波到達までの持闘が短い地域等の堤防で、津波が堤防を越流した場合

でも堤防が容易に壊れることなく、避難時間を稼ぐことによる人的被害の

軽減と背後地の浸水被害を軽減させるための対策を行います。
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⑤津波－高潮危機管理対策

津波または高潮発生時における塁走存の海岸保全施設の防災機能の確保及

び人命の優先的な防護を推進するため、堤防・護岸の補強等を行います。

⑥海岸堤紡等老朽化対策

老朽化等により所要の機能が確保されていない海岸保全施設の機能の回

復や強化を図り、人命や資産の防護を図るため、海岸堤紡の補強等を行い

ます。

(3）直轄海岸事業との調整

国土交通省が施行する津松~反港海岸の堤防改修事業に要する経費の負損

金に関する事務を行います。

(4）県単海岸局部改良事業

海岸保全施設の局部的な改良等を行います。

(5）県上手井田海岸緊急保全事業

前浜の侵食度合いが著しい井田海岸において、国の交付金事業と合わせ

て、維持養浜を行います。

( 6）県単海岸調査

国土交通省所管の海岸の現状把握や海岸計画策定のための調査等を行い

ます。

3 港湾・海岸維持管理

( 1 ）港湾・海岸管理

港湾法、海岸法の施行に関する事務のほか、水質事故対策、漂着物処理等、

港湾＝海岸の管理保全等を行います。

( 2）港湾統計調査

思からの委託を受け、県内港湾の統計調査を行います。

( 3）県単港湾維持修繕事業

国の補助の対象とならない物揚場、防潮扉等の局部的な修繕を行います。

(4）県単海岸維持修繕事業

国の補助の対象とならない堤防、防潮扉等の局部的な修繕を行います。
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語一一施一
課長長瀬功起

（電話 059 224 2683) 

1 水防事業

( 1 ）水防資材の補充等を行います。

(2）水防法に基づき、洪水、津波または高潮による水災を警戒し、公共の安

全を保持することを目的に作成した水防計画の適正な運用を行います。

( 3）道路啓開基地 14笛所の適正な管理に努めます。

2 公共土木施設災害復旧事業

( 1 ）平成30年、令和元年及び2年災害土木（建設）復旧

平成30年、令和元年に発生した災害及び令和2年に災害が発生した

場合の国土交通省所管公共土木施設の災害復旧事業を行います。

( 2）市町災害土木復i日事業支援

市町施行の雷太交通省所管公共土木施設の災害復旧事業について助言等

の支援を行います。
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雇盃雇通

1 都市計画

( 1 ）都市計画審議会

課長藤森正也

（電話 059 224 2718) 

都市計画に関する事項について審議するため、 「三重県都市計画審議

会jを年4@1程度開催します。

(2）都市計酪策定事業

今後の都市計画の方針や課題に対する調査－検討を行います。

(3）総合都市交通体系調査

都市計画に必要となる交通面からの基礎的情報の把握と方向性の検討を

行います。

2 街路事業

( 1 ）社会資本整儀総合交付金事業

①街路事業

市街地内の県道である都市計聞道路について、道路改築を行います。

②無電柱化推進事業

市街地内の県道である都市計画道路について、無電柱化を行います。

( 2）ウォ…クギャラリー整備事業

市街地内の県道である都市計画道路について、歩道空間のグレードアッ

プ等を行います。

( 3）街路調査

街路事業の実施にあたり、必要な測量、調査、設計等を行います。

3 公園事業

( 1 ）社会資本整備総合交付金事業

県営都市公匿の施設整備を行います。

(2）都市公園等一体整備事業

社会資本整備総合交付金事業で実施する公園事業と一体的に繋備するこ

とが効果的な公痘施設等の整備を行います。

( 3）公園維持管理

県営都市公園であるJAグ＇） ン公園（県庁前公園）、北勢中央公潤、
鈴鹿青少年の森、大仏山公属、熊野灘臨海公冨及び亀山サンシャインパー

クを安全で快適に利用できるよう維持管理を行います。
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〔4）積轄公盟事業

都市公箆j去に基づき、国が設置する公園（国営木曽三川公園）の建設に

要する負担金に関する事務を行います。

4 市街地整備事業

( 1 ）都市防災総合推進事業

都市防災総合推進事業を行う市町に対する助言等の支援を行います。

(2）都市構造再編集中支援事業

都市構造再編集中支援事業を行う市町に対する助言等の支援を行いま

す。

( 3）都市再生整備計商事業

都市再生整備計画事業を行う市町に対する助言等の支援を行います。

(4）土地区画整理事業

土地区画整理法に基づ、く土地区画整理事業の認可及び施行者に対する助

言等の支援を行います。

( 5 ）市街地再開発事業

都市再開発法に基づく市街地再開発事業（国土交通省都市局所管のもの

に限る。）の認可及び施行者に対する助言等の支援を行います。

5 景観まちづくり

( 1 ）景観j去に基づく「三重県景観計甑」の推進

景観法に基づく届出の受理に擦し、良好な景観形成に資する助言等を行

います。

良好な景観づくりに取り組む市町に対する助言等の支援を行います。

( 2）展外広告物！こ係る続制

三重県屋外広告物条例に墓づき、屋外広告物の許可事務や違反広告物の

是正刷指導等を行います。
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匡主導鰻裳君！

1 流域下水道の維持管理

供用している各流域下水道の維持管理を行います。

課長中村順一

（電話 059-224 2724) 

また、流域下水道の維持管理のための市町の負担金に関する事務を行いま

す。

2 普及啓発

下水道に関する知識の普及及び啓発等を行います。
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！下水道事業調

1 下水道計画

課長久保拓也

（電話 059-224-2725) 

流域別下水道整備総合計画に関する事務を行います。

2 流域下水道の建設

流域別下水道整備総合計画の基本方針に基づ、き、流域下水道の幹線管渠、ポ

ンプ場及び終末処理場の整備を行います。

また、流域下水道の整備のための市町の負担金に関する事務を行います。

3 市町公共下水道事業支援

公共下水道事業を実施する市町に対して指導監督及び助言等の支援を行い

ます。
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厘重量調

1 建築安全・安心推進業務

課長杉野健司

（電話 059-224-2752) 

( 1 ）建築基準法に基づき建築物の確認許可を行うほか、建築指導及び建築審

査会の運営を行います。

( 2）耐震改修促進法に基づ、き、耐震診断が義務付けられた大規模建築物に対し

て耐震改修の支援を行うとともに、三重県建築物耐震改修促進計画で耐震診

断義務付け対象とした第一次緊急輸送道路を閉塞するおそれのある沿道建

築物に対して、樹震診断耐震改修の支援を行います。

(3）地震の余震による二次災害を防止するため、被災した建築物の危険度を半IJ

定する被災建築物応急危険度判定士及び判定実施の際に判定士の指導・支援

を行う判定コーディネーターを養成します。

(4）建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律、建設工事に係る資材の

再資源化等に関する法律及び三重県ユニバ サルデザインのまちづくり推

進条例に基づき建築物の認定や指導等安行います。

( 5）国からの委託を受け、県内建築物の統計識査を行います。

2 開発行為等に係る許可等の業務

( 1 ）都市計画法及び三重県宅地開発事業の基準に関する条例に基づき開発行

為の許可等を行うほか、開発指導及び凋発審査会の運営を行います。

( 2）地震時に宅地被害が想定される大規模嬢土造成地の位置及び規模を示し

た大規模盛土造成池マップを高度化するため、議土造成地ごとの造成年代

調査を含む第二次スクリーニング計画を作成します。

(3）地震や降雨等の災害による二次災害を防止するために、被災した宅地の危

険度を判定する被災宅地危険度判定士を養成します。

3 宅地建物取引業法施行事務

宅地建物取引業法に基づ、き宅地建物取引業の免許、宅地建物取引士の登録、

取引士証の交付等を行うほか、宅地建物取引業に関する指導を行います。

4 建築士法施行事務

建築士法に基づき建築士試験、建築士の免許や建築土事務所の登録等を行

うほか、設計業務等に関する指導及び建築士審査会の運営を行います。
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E車種調

1 住まい支援

( 1 ）待ったなしl耐震化プロジェクト

課長石塚孝昭

（電話 059-224 2720) 

地震に対する住まいやまちの安全性を高めるため、民間木造住宅の無料

耐震診断及び耐震補強等の取組を支援することにより耐震化を促進します。

(2）空き家対策支援

市町の空き家等対策計画作成等を支援するとともに、耐震性のない空き家

等の除却や空き家安移住者が有効活用するための改修工事に補助を行う市

町に対して財政支援を行います。

( 3）安心住まい支援

長期優良住宅の普及の促進に隠する法律に基づ、き、高い耐久性、耐震性

等を備えた住宅の建築及び適切な維持保全を促進するため、新築及び既存

住宅の「長期優良住宅建築等計画」の認定を行います。

( 4）住宅確保要配慮者支援

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律に基づ、き、

高齢者など、住宅確保要配慮者が円滑に入居できる民間賃貸住宅の登録や居

住支援法人の指定を行います。また、行政、不動産関係団体、 Np Oや社

会福技法人で構成する「三重県居住支援連絡会」が実施する居住支援フオ

ラムや相談会の支援を行います。

( 5）その他

市町が行う住環境整備事業及び住宅新築資金等貸付助成事業のほか、街

なみ潔境の整備事業等について、助言等支援を行います。

2 公営住宅

( 1 ）県営住宅管理

累営住宅への入居者の資格審査・決定等入居に関する事務及び家賃等の

収納に関する事務を行うとともに、指定管理者制度を活用した県営住宅の

維持管理を行います。

( 2 ）県営住宅整備

「三重県公営住宅等長寿命化計画J（計画期間 令和2年度～令和 12年

度）に基づき、既存県営住宅の長寿命化のための外壁改修やバリアフリ…化

などの住戸内改善を行います。
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(3）市町営住宅整備支援

市町が行う地域住宅計画に基づく市町営住宅の新築、改修司改善について、

助言等支援を行います。
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亘画

1 営繕調整業務

課長音村厚哉

（電話 059 224 2150) 

公共建築及び設備工事の予定価格算出に用いる設計単価等の実態調査や作

成など、営繕業務の企画 E 司書整 z調査を行います。

また、営繕工事の管理や技術・知識の向上のための研修を行います。

2 契約等事務

営繕工事に係る競争入札審査及び契約事務を行います。

3 営繕（建築，電気設備・機械設備）業務

県有建築物の建築電気設備機械設備に関する営繕工事について、発注者

のニーズを把握した設計と施工監理を行います。
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且聖埜埜塑当i

1 工事検査

工事検査総括監山田秀樹

（電話 059-224-2662) 

農林水産部－県土整備部等の知事部局、企業庁、病院事業庁及び教育委員会

が所管する建設工事の検査を行います。

検査については、以下の方法により行っています。

( 1 ）委託検査

現地で行う実地検査を外部委託し、完成認定を行う検査です。

(2）直営検査

工事検査担当の職員が直接行う検査です。

( 3）臨時検査員検査

工事検査担当以外の職員から任命した臨時検査員が行う検査です。
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